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地表水を対象とした浄水処理の濁度管理技術を補完する紫外線処理の適用に関する研究 

 

研究代表者 大垣 眞一郎  公益財団法人 水道技術研究センター理事長 

 

研究要旨 

我が国の水道水源の多くは地表水であるが、耐塩素性病原微生物の汚染が懸念されている。

厚生労働省は、クリプトスポリジウム等対策指針を策定し、その対策を求めているが、特に

小規模水道においては、未対応の施設が残っている。また、クリプトスポリジウム等対策の

目標であるろ過水濁度0.1度以下を常時維持することに困難を感じている水道事業者も見受

けられ、近年、急激な濁度上昇等の増加と相俟って懸念が増している。一方、これまで国内

で地表水を対象とした紫外線処理の導入例はなく、関連する研究も少ない。 

このような背景から、本研究では、濁度管理を補完する技術としての地表水を対象とした

紫外線処理の適用に関し、以下の具体的な検討課題を設定して取り組んでいる。 

(1) 濁度管理等における課題の抽出 

(2) 原水条件及び処理効果の検証 

(3) 紫外線の照射手法及び設計諸元の検討 

(4) 維持管理上の留意事項の検討 

なお、本研究の実施予定期間は平成 26～28 年度で、平成 28 年度は 3 か年計画の 3 年目で

ある。研究体制は大垣眞一郎（水道技術研究センター理事長）を研究代表者とし、学識者及

び水道技術研究センター職員を研究分担者とするとともに、水道事業体・民間企業の技術者

を研究協力者とした。 

平成 28 年度の研究結果の概要は次のとおりである。 

(1) 濁度管理等における課題の抽出については、本研究の 1 年目及び 2 年目（平成 26 年度

及び 27 年度）において実施済みである。 

(2) 原水条件及び処理効果の検証 

濁質を含む水における紫外線照射の効果を算定する場合には、254 nm 吸光度を用いて平

均紫外線量を算定することで可能である（この場合は不活化に有効な散乱紫外線が存在して

いてもその値は考慮していない）。不活化に有効な散乱紫外線量については、積分球式で測

定した吸光度を用いて算定することが可能であった。また、紫外線照射装置の性能評価を行

う場合には、できる限り病原微生物と同じ紫外線耐性を持つ微生物を用いて実験を行う必要

がある。 

(3) 紫外線の照射手法及び設計諸元の検討 

濁質による紫外線の吸収・散乱を評価する手法として、吸光度値と積分球式吸光度値から

求める散乱分率によって懸濁溶液の可視光散乱特性が評価できることがわかった。可視光の散乱

分率と UV 光の散乱分率において、両散乱分率には高い相関があるものと考えられた。ただし PSI

凝集剤を含有している試料においては UV 光の散乱分率は低下することがわかった。また、X 線

回折を行った結果、紫外線光の散乱程度が高い物質についてはいずれも石英結晶の存在が認

められ、可視光ならびに紫外線光の散乱性を高めていると考えられた。 

一方、素材、色、粒径の異なる標準粒子を添加した試料に大腸菌または大腸菌ファー

ジ MS2 を添加し、紫外線不活化実験を行った結果から、水中に懸濁粒子が存在しても

紫外線消毒を阻害しない場合や、粒子による紫外線の散乱で消毒効率が高まる場合のあ

ることが示された。紫外線処理は濁度上昇に対しある程度の頑健性を有しており、浄

水処理で想定する濁度変動の範囲では、濁度による紫外線処理性能の低下は無視でき

る（有意差を検知できない）レベルであると推察された。また、少なくとも現行の地表
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水以外への紫外線処理適用要件（濁度 2 度以下、色度 5 度以下、紫外線透過率 75％以

上）を満たす限り、原水の由来によらず、濁質による処理効率の有意な低下は生じない

と考えられた。総じて、紫外線処理の適否は、原水の由来ではなく、紫外線を照射する

段階の水質で判定することが合理的と考えられた。 

(4) 維持管理上の留意事項の検討 

英国とカナダ国の水道水に由来する過去のクリプトスポリジウムへの集団感染事例を調査

した結果、いずれも凝集処理を行うことなく後段の砂ろ過処理に供する場合があり、浄水処

理において適切に除去されていなかったことが判明した。また、いずれの場合も水道施設の

設計、運転管理、職員の教育等、複層的な問題点が指摘されていた。このような事例から、

既存の濁度管理に加えての紫外線処理は、より安全性を高める技術手段と考えられる。 

既設の浄水施設に紫外線処理設備を新たに追加する場合の留意点をケーススタディにより

抽出した。また、紫外線吸光度の比較的高い地表水を原水とする施設の調査結果によれば、

砂ろ過水の紫外線吸光度は、現行の地表水以外への紫外線処理の水質要件の適用範囲内にあ

ることを確認した。 
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A. 研究目的 

我が国の水道水源の多くは地表水であり、

耐塩素性病原微生物の汚染が懸念されてい

る。厚生労働省は、クリプトスポリジウム等

対策指針を平成 19 年に策定し、その対策を

求めているが、特に小規模な水道において、

対策のとられていない水道施設が残っている

という指摘がある(平成 28年 3月末時点で対

策施設を検討中のものは，レベル４の 4090

施設のうち 540 施設，レベル３の 3361 施設

のうち 1787 施設) 1)。また、クリプトスポリ

ジウム等対策の目標であるろ過水濁度0.1度

以下を常時維持することに困難を感じている

水道事業者も見受けられ、近年の異常気象等

に伴う急激な濁度上昇等の増加と相俟って

懸念が増している。一方、これまで国内で地

表水を対象とした紫外線処理の導入例はな

く、関連する研究も少ないのが現状である。 

このような背景から、本研究では、濁度管

理を補完する技術としての地表水を対象とし

た紫外線処理の適用に関し、濁度管理等にお

ける課題を明確化し、地表水の原水水質特性

が処理に与える影響を評価した上で、紫外線

照射方法と処理装置の設計諸元、及び維持管

理上の留意事項について具体的な提案を行

うことを目指している。 

なお、本研究は、平成 26 年度から平成 28

年度までの 3 か年計画で実施した。 

 

 

B. 研究方法 

平成28年度は、原水条件及び処理効果の検

証、照射手法及び設計諸元の検討を昨年度に

引続いて行い、新たに維持管理上の留意事項

を検討し、成果を取りまとめた。 

原水条件及び処理効果の検証では、(1) 国

内における地表水の濁度成分等の分析及び

(2) 地表水の水質特性が紫外線処理の効果に

及ぼす影響評価についての検討及び検証を継

続した。なお、(1)の国内における地表水の濁

度成分等の分析は、次項の照射手法及び設計

諸元の検討の中で一括して実施した。 

照射手法及び設計諸元の検討では、(1) 濁

度変動に対応する紫外線照射線量と、(2) 紫

外線処理設備の照射手法及び設計諸元につ

いて、それぞれ検討した。 

また平成28年度は、地表水を対象とした紫

外線処理設備の運転・維持管理における留意

事項を検討した。 

次に、それぞれの具体的な研究方法を示す。 

 

1. 原水条件及び処理効果の検証 

紫外線照射槽に流入する水には濁質が含ま

れている可能性があるが、その消毒効果への

影響を定量的に明らかにすることを目的とし

た。また、紫外線照射槽の性能評価において

一般的に用いられている生物線量計試験の結

果と病原微生物に対する不活化性能の関係を

確かめるために、紫外線耐性の異なる微生物

を流水式紫外線照射槽に流し、実験的に調べ

た。 

濁度および吸光度を変化させた試料に大腸

菌ファージMS2を添加して、紫外線照射前後

の生残率により紫外線照射の効果を定量した。

懸濁物質による散乱光の影響を明らかにする

ために、濁度による吸光度と溶存物質による

吸光度の和が同じになるように試料を設定し

た。懸濁物質としては下水処理場の流入下水

中の懸濁物質およびカオリンを用いた。溶存

物質の吸光度は下水処理場流入水に元来含ま

れている溶存物質を希釈するかあるいは

ファージ定量用液体培地を加えることで調製

した。 

紫外線光源としては低圧紫外線ランプを用

いた。回分式実験においては、試料を内径

4.2cm、水深1.7cmのペトリ皿に入れ、石英ガ

ラスで蓋をしてマグネチックスターラーで完

全混合の条件で照射を行った。表面照度が約

1mW/cm2になるように照射距離を調整した。

流水式実験においては、12W低圧水銀ランプ

を1灯装備した、ランプスリーブ外径2.0cm、

リアクター内径5.5cmのリアクターを用いた。
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この実験においては、MS2とφX174の二種の

大腸菌ファージを用いた。 

試料の254nmにおける吸光度は分光光度計

（SHIMADZU UV2600）を用い、必要に応じ

て積分球を装着した。懸濁態を含んだ試料に

対してそのまま測定した吸光度を総吸光度と

し、孔径0.45μmのメンブレンフィルターでろ

過をした試料の溶存態吸光度の値を総吸光度

から減じることで、懸濁物質に起因する懸濁

態吸光度を求めた。 

 

 

2. 照射手法及び設計諸元の検討 

2.1 濁度変動に対応する紫外線照射線量の検

討 

紫外線処理において濁質による負の影響と

して光透過率の低下があるが、紫外光散乱に

よる正の効果の影響も考慮して評価する必要

がある。濁質の光散乱特性を適切に評価する

指標として二つの異なる濁度測定法（公定法）

の比を用いる濁度比と、通常の吸光度測定値

と積分球式吸光度測定値から算定される散乱

分率の二つの指標を提案し、人工濁質試料に

おいて、それらに高い相関性があることを確

認し、かつ可視光の散乱特性と紫外光の散乱

特性についても相関があることを示してきた。 

以上の結果を踏まえ、平成 28 年度は次の

2 点について検討を行った。 

① 浄水場原水及び浄水汚泥懸濁液を用いて

可視光における濁度比と散乱分率の相関

を確認し、さらに可視光と紫外光の散乱分

率の相関性を検討する。 

② 人工濁質、浄水場原水、浄水汚泥試料を用

いて、X 線回折分析を行い、光散乱特性と

の関連性について検討する。 

 

(1) 浄水場原水及び浄水汚泥懸濁液における

散乱分率と濁度比の相関 

 散乱分率は図 1に示す原理によって算定さ

れる。図 1 において通常の吸光度測定値 A1は

log(I0/I1)である。また積分球式吸光度値 A2は

log(I0/(I1+ Isc))である。そこで通常の吸光度測

定値と積分球式吸光度測定値から、光散乱に

よって生じる光透過量の減少割合を示すこと

ができると考え、以下の式(1)のように散乱分

率を定義した。 

 

)1(　式
透過しない光強度

光強度散乱により透過しない
散乱分率＝

 

 

図1に示される値を用いて表すと以下の 式

(2)となる。 

 

 式(2) 

 

 

 

図 1 吸光度測定原理（I0：入射光強度、 

I1：透過光強度、Isc：散乱光強度） 

 

分光光度計（島津製作所製、UV-2550）に

て 660 nm における吸光度を測定し、通常の

吸光度測定値 A1とした。660 nmは濁度測定

に用いられる可視光波長である。また同分光

光度計に積分球式検出器（島津製作所製、

ISR-2200）を付加して、660 nm における吸

光度を測定し、積分球式吸光度測定値 A2 と

した。それらの測定値を用いて、式(2)により、

可視光の散乱分率を求めた。 

同様に、254 nm における吸光度を測定し、

紫外光の散乱分率を求めた。 

懸濁試料の濁度比については、以下の 2 方

式にて濁度を測定した。 

①透過光測定方式による濁度測定 

吸光光度計（島津製作所製、UV-2550）を

用いて 660 nm の吸光度を測定し、カオリ
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ン標準液において検量線を作成することに

よって測定した。 

②透過＋90°散乱光方式 

濁度系（HACH 社製、100P）を用いて測定

した。 

濁度比は（②の測定値）／（①の測定値）

として求めた。 

対象試料には以下の三つの試料を用いた。 

i)  A 浄水場原水にて 2015 年 12 月に採水し

た高濁度原水および検証用に 2016年 2月

に採水した通常濁度の原水 

通常濁度の原水においては、凍結乾燥によ

り濁質のみを取り出し、その濁質を Mili-

Q水にて希釈することで 10倍濃縮の懸濁

液を作成した。 

ii)  C 浄水場汚泥 

この浄水汚泥試料には、凝集剤として使用

されているポリ塩化アルミニウム(PAC)が

含まれている。 

iii) D 浄水場浄水原水・浄水汚泥 

この浄水汚泥試料には、凝集剤として使用

されているポリシリカ鉄(PSI)が含まれて

いる。 

上記の試料のうち、C および D の浄水汚

泥試料については Mili-Q 水を用いて、透過

＋90°散乱光方式による濁度値で50，70，80，

100 NTU となるように各段階に希釈した試

料を対象とした。 

 

(2) X 線回折による濁質試料の測定 

人工濁質としてカオリン（和光純薬製）、活

性炭（和光純薬製）カーボンブラック（東海

カーボン社製）、ベントナイト（和光純薬製）

を使用した。採水試料としてはA浄水場原水、

D 浄水場原水、C 浄水場汚泥の各試料を、

100℃にて蒸発乾燥させて得られた固化物を

対象とした。X 線回折分析は粉末 X 線回折装

置(リガク製、Ultima IV)を用いて行った。 

 

 

 

 

2.2 紫外線処理設備の照射手法及び設計諸元

の検討 

2007 年 3 月に通知された「水道におけるク

リプトスポリジウム等対策指針」改訂版 2)で

は、水道原水に係るクリプトスポリジウムに

よる汚染の可能性の程度を四段階に分類し、

各レベルに応じた措置を示している。指針に

おいて紫外線処理の適用が認められるのは、

原水中に指標菌（大腸菌又は嫌気性芽胞菌）

が検出され地表水以外を原水とする施設（レ

ベル３）であり、原水中に指標菌が検出され

地表水を原水とする施設（レベル４）は、ク

リプトスポリジウム汚染の可能性が最も高い

と推定される分類であるにもかかわらず、紫

外線処理は推奨されていない。その理由のひ

とつとして、地表水は地下水に比べて土砂等

を多く含み、濁度等の水質変動が大きいとの

懸念がある 3)。しかしながら、紫外線を利用

した水処理技術が普及している北米では、原

水によらず紫外線処理の適用が認められてお

り、アメリカとカナダで紫外線処理を備えた

浄水施設 123 箇所を調査した事例 4)では、地

表水（地表水の影響を受ける地下水を含む）

を原水とする施設が全体の 76％を占めた。こ

れら北米の施設では、原水水質が極めて良好

な特例を除き、地表水を原水とする浄水場で

はろ過処理の後に紫外線照射槽を設置してお

り、豪雨等に伴う原水濁度の急上昇など地表

水に特徴的な水質変動は、紫外線照射より上

流の処理工程で対応する設計思想が見られる。

一方、日本の地表水を水源とする浄水場では、

原水および処理工程水の水質変動を紫外線処

理の適用可能性という観点から整理した知見

は乏しい。 

平成26年度の地表水を原水とする国内の

浄水場 2 施設（いずれも急速ろ過方式）を対

象とした調査によれば、原水水質は台風や降

雨の後に大きく変動したものの、処理工程水

では台風直後を含むすべての試料で水質が安

定し、ろ過水では 14 試料すべてが、現行指
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針の示す地表水以外に対する紫外線処理適

用の水質要件（濁度 2 度以下、色度 5 度以

下、253.7 nm 付近の紫外線透過率が 75％を

超えること）2) を満たした。これにより、国

内の地表水を原水とする浄水場でも、ろ過処

理の後段であれば、紫外線処理が有効に機能

しうることを報告した 5)。 

翻って、地表水を原水とする施設への紫

外線処理導入の適否を論じるには、紫外線照

射より上流の処理工程で事故が生じるリスク

を想定し、それに伴う水質悪化が紫外線消毒

効率に及ぼす影響を正しく理解する必要があ

る。ろ過処理等の機能低下で増加し紫外線処

理を阻害しうる物質として、水中の懸濁粒子

がある。懸濁粒子は、紫外線の水中への透過

を阻害したり、微生物を紫外線から遮蔽した

りして、処理効率を低下させる可能性がある
6, 7, 8)。 

上記の背景を踏まえ、本年度の研究目的を

以下の通り設定した。 

i) 濁質粒子の特性（素材、色、粒径）が紫外

線処理に及ぼす影響について、実験データ

の解析と知見の整理 

ii) 3 年間の総括として、装置設計や運転方針

など実務に資する情報の発信 

実験は以下のとおり実施した。平成 27 年度

報告書 9)と一部重複するが、本年度の結論に

直接関与する主要な部分について、改めて報

告する。 

 

(1) 試料の調整 

標準粒子として、カーボンブラック粒子（黒、

0.1-0.2μm、 Aqua-Black-001、東海カーボン）、

ポリスチレン粒子（白、0.2μmまたは 1.0μm、

Polybead® Microspheres, Polyscience社製; 黒、

0.2μmまたは 1.0μm、 Polybead® Black Dyed 

Microspheres、Polyscience 社製）の 5 種を選

定し、粒子の個数濃度（個/mL）で条件を調

整した（表 1）。一部の濃度条件については、

濁度等の水質分析のみ実施し、微生物試験で

は採用しなかった。なお、選定した 0.2μm,お

よび 1.0μm の粒径は、平成 26 年度に調査し

た台風・降雨直後の地表水系浄水場原水の粒

径分布のピークに相当する 5)。粒径分布はナ

ノトラック粒度分析計（ UPA-EX150 、

NIKISSO）、粒子濃度は Nano sight（LM10、

Malvern）で測定した。 

滅菌済みリン酸緩衝液（1/15 mol/L、 pH 7.2）

に、いずれかの標準粒子を表 1 にしたがって

調整した後、微生物（大腸菌 K12 IFO3301 又

は大腸菌ファージ MS2）を添加して試験水と

した。表 2 に、微生物添加後の試験水水質を

示す。表 2 における粒子濃度 0 とは、標準粒

子を添加せずに微生物のみを添加した試料の

水質を示す。紫外線透過率、濁度、色度はい

ずれも後述する分析方法により測定した。 

 

表 1 採用した標準粒子の種類と濃度表 

 

（○：微生物試験実施、 

△：水質分析実施、微生物試験は実施せず、 

－：試験せず） 

 

 

(2) 紫外線照射 

試験水 35mL をボルテックスで 2 分間撹拌

し粒子や微生物を均質化したのち、内径85mm

のシャーレに入れて撹拌子で混合しながら回

分式で照射した。照射は独立して 3 回実施し

た。光源として低圧水銀ランプ（GL15，

TOSHIBA）を用い、試料表面の紫外線（254nm）

線量率を紫外線強度計（UVR-2，TOPCON）



 
 

- 7 - 

で 6 回測定し、その平均値を当該試験日の表

面線量率とした。実験期間を通じ、表面線量

率は概ね 0.275mW/cm2であった。Bolton and 

Linden（2003）10) に従い、表面線量率に、試

験水の吸光による深さ方向の減衰、試料表面

での反射、シャーレ表面の線量率分布の各

ファクターを考慮して試料内平均線量率を算

出した。表面線量率と吸光度は、試験日ごと

の測定値を使用した。試料内平均線量率に紫

外線照射時間を乗じ、試料内に到達した平均

紫外線量を算出した。 

(3) 分析項目と分析手法 

試験水の 254 nm 吸光度（A254[cm-1]）は分

光光度計（UH5300、日立）で測定し、紫外線

透過率に換算した。濁度と色度は積分球式濁

色度計（WA6000、日本電色工業）で測定した。

大腸菌 IFO3301 はクロモカルト寒天培地

（Merck 社）、大腸菌ファージ MS2 は大腸菌

K12A/λ（F+）を宿主とした重層寒天培地で測

定し、コロニー形成能（colony forming unit/mL, 

以下 CFU/ｍL）またはプラーク形成能（plaque 

forming unit/mL, 以下 PFU/mL）により生残率

を算出した。なお、初期濃度について大腸菌

は 106 CFU/mL、MS2 は 107 PFU/mL のオー

ダーとなるよう調整した。 

 

 

表 2 微生物添加後の試験水の水質（平成 27 年度報告書 9)より） 

（－：不活化試験を実施せず） 

 

表 3 地表水を原水とする浄水場の原水の水質変動幅（平成 26 年度報告書 5)より） 

（＊：統計的外れ値に相当） 
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3. 維持管理上の留意事項の検討 

3.1 地表水を原水とする浄水場において濁度

管理ならびに紫外線処理を適切に行う上で

の留意点 

現行の「水道におけるクリプトスポリジウ

ム等対策指針」では、レベル４施設に対して

も「浄水処理の安全性を一層高めるために、

ろ過池等の出口の濁度を0.1 度以下に維持す

ることが可能なろ過設備と紫外線処理設備を

併用することとしてもよい」とされており、

適切な濁度管理の下に地表水の紫外線処理を

行うことが可能である。むしろ多段階バリア

の観点からすれば、耐塩素性病原微生物など

による汚染の恐れが高い原水に対しては、積

極的にろ過処理と紫外線処理を併用すること

が望ましいものである。しかしながら、現在

までに国内で地表水に紫外線処理を導入した

事例は見受けられない。 

ここでは、地表水を対象とした紫外線処理

の導入を推進する上での一助とすべく、海外

における地表水紫外線処理および濁度管理事

例等に関する文献情報を収集し、わが国の地

表水を原水とする浄水場において濁度管理な

らびに紫外線処理を適切に行う上での留意点

について抽出することを目的とした。諸外国

における水道水に由来するクリプトスポリジ

ウムへの集団感染事例を収集し、対策として

紫外線消毒施設の導入を行った事例 11)、浄水

場における濁度制御・管理が不適切であった

事例 12,13)を選択、各事例における集団感染発

生の経緯や要因を抽出した。さらに、世界保

健機関（WHO）が公表した水道の濁度管理に

関する技術報告 14)を参照し、濁度管理におけ

る目標値を抽出した。 

 

3.2 既設の浄水施設に紫外線処理設備を新た

に追加する場合の留意点 

今後、紫外線処理が地表水に対しても一般

的に実施されることを想定すると、紫外線処

理設備は既存の浄水処理設備に追加的に導入

される事例が多いと考えられる。そのような

場合の留意点を整理しておくことが望ましい

と判断し、ケーススタディを実施した。 

紫外線処理設備を追加的に導入するケース

を具体的に想定し、どのような課題が生じる

かを整理した。例題とする事業体の選定では、

次のような条件を設定した； 

i) 地表水を急速ろ過または緩速ろ過で処理

している施設がある。 

ii) 紫外線処理設備が既に導入され、紫外線

処理設備の運用経験がある。 

選定した Tm 市においてヒアリング調査を

行い、紫外線処理が現状では導入されていな

い合計 4 施設を事例対象とした。 

 

3.3 地表水を処理する既設の砂ろ過水の紫外

線吸光度 

紫外線吸光度は水質基準の 51 項目には含

まれていない。このため、地表水を水源とす

る国内 4 施設の原水及び砂ろ過水（いずれも

急速ろ過）の紫外線吸光度について調査を

行った。 

 

 

 

 

（倫理面への配慮） 

本研究においては、研究対象者の人権擁護

を必要とする調査又は人権への不利益を生ず

る調査は行わず、また実験動物を用いる実験

を実施しないことから、倫理面への問題は生

じない。 
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C. 研究結果 

1. 原水条件及び処理効果の検証 

図2～図4に、回分式における総吸光度を同

じに調製したMS2不活化実験の結果を示す。

横軸に用いた平均紫外線量とは、試料の総吸

光度に応じて紫外線照度が減衰することを仮

定した平均紫外線照度に照射時間を乗じたも

のであり、散乱光が無いことを仮定した算定

方法である。 

 

 
図 2 総吸光度 1 の下水試料における MS2 

不活化実験の結果 

 

 

図 3 総吸光度 2 の下水試料における MS2 

不活化実験の結果 

 

 

図 4 総吸光度 1 のカオリン添加試料におけ
る MS2 不活化実験の結果 

 

 

いずれの場合においても、濁質割合および

懸濁態吸光度の大きい試料のほうが、不活化

速度が大きくなった。 

本来は同じ微生物を紫外線によって不活化

しているので、同じ平均紫外線量の照射をす

ることで同じlog不活化になるはずである。こ

こでは、直進して到達する紫外線量は同じで

あるにもかかわらず、懸濁態吸光度の大きい

方が不活化効果が大きくなっているため、懸

濁物質による散乱紫外線による不活化が進行

していることが強く示唆される。 

そこで、散乱光を評価できる積分球式吸光

度計を用いて積分球吸光度を測定した。懸濁

態吸光度の大きい試料ほど、積分球吸光度の

値は小さくなった。すなわち、試料に入射し

てから直進せずに散乱する紫外線が顕著であ

ることがわかる。そして、紫外線照度の減衰

が積分球吸光度に従う直進光として近似的に

表せるのではないかと考え、平均紫外線照度

の計算式の吸光度項に積分球吸光度を代入し、

照射時間を乗じて積分球式紫外線量を求めた。

図 2～図 4 に示した log 生残率の実験結果と

積分球式紫外線量の関係を図 5 に示す。 
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図2～図4で異なる傾きを持っていたプロッ

トが、ほぼ同じ直線上に乗り、積分球吸光度

で算定した吸光度を用いて紫外線量を算定す

ればその値が log 生残率と線形の関係で表せ

ることがわかった。 

 

 

図 5 積分球式紫外線量とMS2の log生残率の関係 

 

 

 

図 6 流水式紫外線照射における平均紫外線
量と log 生残率の関係 

 

流水式紫外線照射に関しても同様で、 

図 6 に示すとおり平均紫外線量で横軸を

とった場合には、平均紫外線量と log 生残

率の関係は明らかでなかった。 

 

一方、積分球式紫外線量を横軸にした場

合には、図 7 に示すとおり積分球式紫外線

量と log 生残率が比例している傾向にあっ

た。 

 

 

図 7 流水式紫外線照射における積分球式紫外
線量と log 生残率の関係 

 

図 7 を、別途実験で求めた各ウイルスの

不活化係数を考慮して 254 nm 換算紫外線量

を求めて書き直すと図 8 になった。 

 

  

図 8 積分球式紫外線量と各ウイルスによって求
められた 254 nm 換算紫外線量の関係 

 

この結果より、紫外線耐性の大きい MS2

（ 90%不活化に要する紫外線量 22.47 

mJ/cm2）よりも、紫外線耐性の小さいφX174

（ 90%不活化に要する紫外線量 2.336 
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mJ/cm2）の換算紫外線量（RED）は小さく

なることがわかった。 

 

 

2. 照射手法及び設計諸元の検討 

2.1 濁度変動に対応する紫外線照射線量の検

討 

(1) 浄水場原水及び浄水汚泥懸濁液における

散乱分率と濁度比の相関 

 図 9 に対象試料の可視光（660 nm）の散乱

分率と濁度比（透過光方式／透過+90°散乱光

方式）を測定した結果を示す。図には昨年度

の研究結果として得られたカオリン、活性炭、

カーボンブラック、ベントナイトの各モデル

濁質を 50，70，80，100 mg/L の 4 段階に調

整した懸濁溶液について測定した結果も併せ

て示した。 

 

 

図 9 各試料の可視光(660 nm)散乱分率と濁度比 

● カオリン，■ 活性炭，■ カーボンブラック， 

▲ ベントナイト，◆ C 浄水場汚泥， 

◆ D 浄水場汚泥，● A 浄水場高濁度原水， 

● A 浄水場通常時原水濃縮懸濁液 

 

図 10 は可視光（660 nm）の散乱分率と UV

光（254 nm）の散乱分率との関係について検

討した結果を示したものである。 

 

 

 

(2) X 線回折による濁質試料の測定 

図 11～図 17 に各試料の X 線回折結果を示

した。 

UV 光の散乱程度が高いカオリン、ベント

ナイト、C 浄水場汚泥、A 浄水場原水におい

て明確なピークが検出された。これらの試料

ではいずれも回折角度が 2θ=26.4°にピークが

存在していた。UV 光の散乱程度が低い、活

性炭、カーボンブラック、D 浄水場汚泥にお

いては明確なピークはみられなかった。 

 

 

 

図 10 各試料の可視光(660 nm)と紫外光 

(254 nm)の散乱分率の相関 

● カオリン，■ 活性炭，■ カーボンブラック， 

▲ ベントナイト，◆ C 浄水場汚泥， 

◆ D 浄水場汚泥，● A 浄水場高濁度原水， 

● A 浄水場通常時原水濃縮懸濁液 

 

 

 

 

図 11 カオリンの X 線回折結果 
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2.2 紫外線処理設備の照射手法及び設計諸元

の検討 

(1) 試験水水質の特徴 

表 2 より、不活化実験に供した試料はいず

れも紫外線透過率が 75%を下回っており、紫

外線消毒には不利な条件であった。W1.0の濁

度は突出して高く、同一の粒子濃度で比較す

ると、粒子が大きいと濁度は著しく高くなっ

た。色度は、CB が突出して高く、これは試料

外観の印象と整合した。 

ここで、地表水を原水とする浄水場 A、B に

おける原水水質の変動幅 5)（9 月－3 月の毎月

1 回ずつ測定、n=7）を表 3 に示し、試験水の

水質を比較する。 

原水水質の変動幅として四分位範囲

（25%値～75%値の範囲）と比較すると、本

実験の試験水の濁度は、CB、 W0.2、 B0.2

の 109 個/mL は概ね原水水質の四分位範囲

に入るが、1010 個/mL になると高濁度で範

囲外に相当した。また、原水色度の変動幅

図 12 活性炭の X 線回折結果 

図 13 カーボンブラックの X 線回折結果 

図 14 ベントナイトの X 線回折結果 

図 15 A 浄水場原水の X 線回折結果 

図 16 C 浄水場汚泥の X 線回折結果 

図 17 D 浄水場汚泥の X 線回折結果 
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と比較すると、W0.2、B0.2 の 109個/mL と

W1.0 の 108個/mLは概ね四分位範囲に入る

が、それ以外は色度が高く範囲外であった。

紫外線透過率の変動幅と比較すると、すべ

ての試験水が原水水質の四分位範囲よりも

低い透過率に相当し、すなわち紫外線処理

にとって著しく不利な水質条件であること

が確認された。 

 

(2) 粒子濃度と紫外線透過率の関係 

粒子濃度と紫外線透過率の関係を図18に

示す。紫外線透過率は、粒子原液を段階的に

リン酸緩衝液で希釈した試料の紫外線

（254nm）吸光度を測定し、透過率に換算し

た。 

図 18 より、0.2μm の粒子（CB、W0.2、

B0.2）は粒子濃度が 109－1010 個/mL にかけ

て、1.0μmの粒子（W1.0、B1.0）は 107－108

個/mLにかけて透過率が急低下する閾値が観

察された。 

 

図 18 粒子濃度と紫外線透過率の関係 

 

このように、粒径が同じ粒子は紫外線透過

率低下の傾向が類似しており、紫外線透過率

の低下に支配的な因子は粒子の素材や色より

も粒径であることが示唆された。 

 

 

(3) 不活化実験 

大腸菌と MS2 の不活化結果について、同

一粒径（0.2m）で異なる粒子を添加した場合

の結果を図 19 に、同一粒子（ポリスチレン

白）で粒径を変えた場合の結果を図 20 に、

それぞれ示す。粒子条件ごとに紫外線照射を

独立して3回実施し、プロットはその平均値、

エラーバーは最大値と最小値を意味する。い

ずれの条件でも、大腸菌は肩のある不活化曲

線を示し、MS2は一次反応的に不活化された。 

図 19 より、粒径 0.2m の 109個/mL では、

不活化傾向に粒子の素材や色による差はみら

れないが、1010個/mL では粒子によって顕著

に差が現れた。すなわち、CB は粒子により

不活化効率が低下とテーリングがみられた一

方、W0.2 は粒子により不活化効率が向上し

た。これら試料の紫外線透過率や濁度に大差

はないが、CB の黒色表面が紫外線を吸収し

た一方、ポリスチレン粒子は CB に比べて紫

外線反射率が高いと推定され、反射や散乱が

不活化に寄与した可能性が示唆された。 

一方、図20より、同じ白色ポリスチレン

で粒径と濃度が異なる場合を比較すると、

実験条件の範囲ではW0.2の1010個/mL試料

が最も不活化効率が高く、概して小さい粒

子が高濃度で存在するほど散乱光の寄与が

大きい可能性が示唆された。また、0.2m粒

子による影響の程度は大腸菌とMS2で同等

であったが、1.0m粒子の影響は両者で異な

る傾向があり、粒子と微生物の相対的なサ

イズが影響した可能性が推定された。 
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図 20 白色ポリスチレン粒子添加時の不活

 

 

図 19 0.2μm 粒子添加時の不活化 
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3. 維持管理上の留意事項の検討 

3.1 地表水を原水とする浄水場において濁度

管理ならびに紫外線処理を適切に行う上で

の留意点 

(1) 水道に由来するクリプトスポリジウム 

集団感染および紫外線処理施設の導入事

例 11) 

英国 Wales 北西地域において、2005 年秋季

を中心としてクリプトスポリジウム感染症の

患 者 が 集 団 発 生 し 、 う ち 218 名 は

Cryptosporidium hominis への感染が確認され

た。現地の疫学調査により、水道水との関連

が示唆された。当該地域の浄水場は、Llyn 

Cwellyn 貯水池を水源としており、取水口対

岸に下水処理場が、また流域に少なくとも

13ヶ所のセプティックタンクが存在していた。

Llyn Cwellyn 貯水池自体は清浄な原水水質で

あるものの、高濁度の発生時には大腸菌や腸

球菌が検出されていた。また、原水水質が良

好であるため、浄水処理は圧力砂ろ過および

塩素消毒のみでよいとされており、凝集剤は

未適用であった。 

感染症の発生時において、浄水場の機能に

は特段の障害は認められなかったものの、水

道水中からクリプトスポリジウムが検出され

た。しかしながら、その濃度は最大 0.08 オー

シスト/10L であり、規制値（1/10 L av./1000 

L/24 hrs）未満であった。 

2005 年 11 月 18 日より、現地では免疫不全

患者に対する水道水の煮沸勧告を行い、さら

に 11 月 29 日より全住民に煮沸勧告を拡大し

た。当時の規制では、クリプトスポリジウム

の物理的な除去によらない対策は認められて

いなかったが、科学的根拠ならびに短期間で

の導入が可能な手法として、水道会社に紫外

線消毒の導入を勧告した。 

紫外線消毒設備の導入が完了した、翌年 1

月 30 日に煮沸勧告が解除された。 

 

 

 

(2) 水道に由来するクリプトスポリジウム集

団感染と浄水場濁度管理との関連に係る

事例 12,13) 

 2001 年 3 月下旬から 4 月上旬にかけて、カ

ナダ国 Saskatchewan 州 North Battleford 市（人

口約 14,000）や Battleford 町（人口約 4,000）

を中心に下痢症が集団発生し、患者便から

Cryptosporidium parvum が検出された。4 月 25

日に州保健部局が同国保健省に対して疫学調

査や浄水場調査等の支援を依頼、同日に水道

水の予防的（煮沸）勧告を発令した。現地調

査により下痢症患者 1,907 名が同定され、う

ち 275 名は C. parvum への感染が確定した。

当該地域の患者数は 5,800–7,100 名の範囲で

あると推定された。 

なお、医薬品販売数に関する調査により、

3 月下旬 – 4 月上旬にかけ、当該地域におけ

る市販止瀉薬の販売金額は、前後の時期と比

較して 5 倍増に達した。また、多変量解析に

より当該地域の水道水摂取の機会が増すと感

染リスクが増加するとの結果が得られた。 

当該地域には Saskatchewan 川地表水を原

水とする浄水場、および、同河川流域に点在

する井戸の地下水を原水とする浄水場が存在

しており、前者の浄水処理は凝集沈殿－砂ろ

過－塩素消毒、後者は塩素消毒－砂ろ過（金

属除去）であった。このうち、地表水を水源

とする浄水場にて、同年 3 月 20 日以降の高

速凝集沈澱池（SCU: solids contact unit）のメ

ンテナンスに伴う運用停止によって化学凝集

が行われない状態となり、砂ろ過前工程水の

沈降性が悪化すると共に、浄水の濁度が増加

(0.2→0.5NTU)していることが確認された。当

該の浄水場では、残塩濃度ならびに微生物指

標は適合しているものの、浄水からクリプト

スポリジウムオーシストの検出が確認された。

次頁の図 21（文献 12 から引用）に示すよう

に、下痢症患者数の増加、市販止瀉薬の販売

量の増加、砂ろ過前工程水の沈降性の減少、

浄水の濁度増加の動向は一致していた。 
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図 21 カナダ国クリプト集団感染事例における患者数・市販止瀉薬販売量・工程水沈降率・浄水濁度 12) 
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(3) 水道の濁度管理に関する技術報告 

WHO 水・衛生・健康部門は、2017年2月

に標記技術報告をウェブサイトにて公開し

た14)。当報告は水道事業の運転管理者と規制

者を対象とし、水道原水や浄水処理過程、浄

水における濁度管理の有用性と重要性に関す

る情報提供を行うことを目的としている。濁

度目標値を表4に、また要旨の抄訳を以下に示

した。 

 

・濁度自体は公衆衛生上の直接的なリスクを

意味するものでないが、水供給システム全

体において、病原微生物の存在や危害イベ

ント発生の有効な指標である。 

 

・濁度は極めて利便性の高い指標であり、迅

速、安価、常時重要な情報を得ることがで

きる。濁度の測定は様々な状況に適用でき

る。 

・濁度は簡易、正確かつ迅速に測定でき、水

安全計画に定める管理措置上の運転モニタ

リング等にも広く用いられる。また代替水

源の比較や、様々な管理措置の効果を評価

する基準として使える。 

・濁度は飲料水の審美的な指標としても重要

である。 

 

表 4  WHO 水道システムの濁度管理における目標値および汚染指標 14) 

場所・処理工程 濁度目標値・汚染指標 備考 

水源 原水濁度の急激な変化 ・環境イベントや人為活動に由来する汚染 

・地下水取水施設等における汚染の侵入 
 

長期的な濁度変化 ・流域内の変化、調査により是正措置を勧告 

水処理 ろ過 [直接ろ過・急速ろ過] 

各月のろ過水濁度 95%値＜0.3NTU 

かつ、1NTU を超過しない 

以下の除去性能に相当 

・ウイルス 1–2log 除去 

・クリプト、ジアルジア 2.5–3log 除去 
  

[珪藻土ろ過・緩速ろ過] 

各月のろ過水濁度 95%値≦1NTU 

以下の除去性能に相当 

・ウイルス 1–2log 除去 

・クリプト、ジアルジア 3log 除去 
  

[膜ろ過(MF・UF)] 

＜0.1NTU 

以下の除去性能を達成可能、膜孔径に依存 

・ウイルス 4–7log 除去 

・クリプト、ジアルジア 1–6log 除去 
 

消毒 理想的には＜1NTU 

[大規模・良好な浄水場] 

常時＜0.5NTU、平均≦0.2NTU 

[小規模・資源が限られた浄水場] 

＜5NTU 

濁度が 1NTU を超える場合、適切な CT 値を確保

するために、消毒剤の注入率または接触時間（紫

外線消毒の場合は照射線量）を高める必要がある 

配水過程・貯留 予期せぬ濁度上昇 ・様々な障害やイベントによって生じうる 

・速やかな調査と改善措置を講じる必要がある 

給水 

末端 

審美性 理想的には＜1NTU 4NTU 以上で目に見える濁りを生じる 

 

家庭内 

貯留 

理想的には＜1NTU 

困難であれば＜5NTU 

濁度が 1NTU を超える場合、消毒剤の注入率また

は接触時間を高める必要がある 
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3.2 既設の浄水施設に紫外線処理設備を新た

に追加する場合の留意点 

各事例の検討結果を表5にまとめて示した。

全般的に、紫外線処理を増設する場合には、

浄水池の後段への設置となる可能性が高いこ

とがわかった。具体的には、事例 1、事例 2

及び事例 4 が該当した。事例 1 では、ろ過処

理の直後には十分なスペースがなく、また紫

外線処理施設増設に伴う圧力損失が浄水池の

水位を低下させてしまう結果、十分なバッファ

容量の確保に対して障害となる恐れがあった。

事例1の場合の圧損の概算値を表6に示した。

事例 2 では、ろ過池と浄水池とが直結してい

るため、また事例 4 においては既設の建屋と

の位置関係上の制約のため、それぞれろ過池

直後で浄水池前段となる位置への設置は不可

能と判断した。事例 3 については、とくに大

きな障害はないと考えられた。 

これらの事例 1、事例 2、及び事例 4 では、

紫外線処理の前段で塩素注入が行われており、

残留塩素の存在下での紫外線処理となるため、

水質の事前確認が必要である。 

 

3.3 地表水を処理する既設の砂ろ過水の紫外

線吸光度 

 全結果は付録 3 に示したが、一例を図 22に

示す。いずれの施設においても、ろ過水吸光

度の測定値は 50mm セル長の値（波長は

260nm または 254nm）であった。地表水以外

の紫外線処理における水質要件では、254nm

の紫外線吸光度が0.125abs./10mm未満である

こととされているが、いずれの施設において

もろ過水の紫外線吸光度は0.125abs./10mm未

満であった。 

 原水中の吸光度が高い施設においては、凝

集処理及び活性炭処理によって紫外線吸光度

の低減がはかられていた。 

 

表 5 紫外線処理装置を追加導入する場合の事例 

検討結果 

事

例 
浄水場 

水源 

処理方法， 

施設規模概要 

検討結果 

1 
Hh 

浄水場 

地表水 

急速砂ろ過 

浄水池の HWL の制
約と用地上の制約か
ら，浄水池の後段に設
置可能 

2 
Ik 

浄水場 

地表水 

急速砂ろ過 

ろ過池と送水ポンプ
井が直接接続のため，
その後段で配水池の
前段，もしくは配水池
直後に設置可能 

3 
Oy 

浄水場 

湧水 

横流式沈澱＋

緩速ろ過 

緩速ろ過池の後段，浄
水池の前段に設置可
能，水位降下について
も問題なし 

4 
Rd 

浄水場 

地下水 

直接ろ過 

浄水池後段に設置可
能。場外配水池へ向か
う送水管路を用地内
で迂回させて設置。 
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表 6 紫外線処理設備の損失水頭概算値（単位:m）（事例 1, Hh 浄水場） 

 

 配水管口径(mm) φ800 φ450 φ300 φ200 備考 

1 流量 
30,700 m3/d 

＝0.355m3/s 

10,000 m3/d 

＝0.116 m3/s 

5,000 m3/d 

＝0.058 m3/s 

2,500 m3/d 

＝0.029 m3/s 

 

2 分岐による損失 0.009 0.01 0.012 0.016  

3 曲りによる損失 0.012 0.016 0.012 0.012 2 台 

4 弁による損失 0.066 0.082 0.104 0.082 2 台 

5 
ストレーナーに
よる損失 

1 0.9 1.4 1.4 バ ケ ッ
ト型 2台 

6 漸縮による損失1 
0.003 0.003 0.002 0.005  

(φ800⇒φ600) (φ450⇒φ350) (φ300⇒φ250) (φ200⇒φ150)  

7 漸縮による損失2 
0.005 0.004 0.007 －  

(φ600⇒φ500) (φ350⇒φ300) (φ250⇒φ200) －  

8 
紫外線照射装置

による損失 

0.95 0.33 0.47 0.2  

φ500, 中圧型 φ300, 中圧型 φ300, 中圧型 φ150, 低圧型  

9 漸拡による損失1 
0.019 0.05 0.066 0.03  

(φ500⇒φ600) (φ300⇒φ450) (φ200⇒φ300) (φ150⇒φ200)  

10 漸拡による損失2 
0.018 － － －  

φ600⇒φ800 － － －  

11 合流による損失 0.03 0.033 0.041 0.053  

12 配管による損失 0.004 0.001 0.002 0.047 5m 想定 

 損失水頭 計 2.116 1.429 2.116 1.845  

 

 

図 22 紫外線吸光度（Ak 浄水場） 
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D. 考察 

1. 原水条件及び処理効果の検証 

濁質を含んだ試料に対する紫外線照射にお

ける微生物の不活化効率は、単に濁質が加え

られた場合には濁質が無い場合よりも下がる、

すなわち同じ消毒効果を得るために照射すべ

き紫外線量は大きくなる。以上が従来の考え

方であり、これは妥当である。しかし、試料

内部に到達する紫外線照度を積分球吸光度に

よって評価することで、回分式においても流

水式においても、積分球式紫外線量とlog不活

化率が比例していることが明らかとなった。

すなわち、総吸光度で算定されるよりも散乱

光によって消毒効率が増大し、その程度が定

量的に予測可能であるのであれば、運転上の

管理項目として考慮することで、消毒効果を

損なわないようにできると考えられる。 

また、流水式紫外線照射装置の性能評価に

おいて、紫外線耐性が既知の微生物を流下さ

せてその生残率から換算紫外線量（RED）を

求めることが行われている。しかし、換算紫

外線量は、用いる微生物の紫外線耐性の相違

により、同じ紫外線量分布を前提にしたとし

ても異なる値になることが理論的に示されて

いる。本研究の実験結果においても、異なる

微生物を流下させた場合に換算紫外線量の値

は異なり、紫外線耐性の大きい微生物の方が

換算紫外線量の値が大きくなった。このこと

は、クリプトスポリジウムのような紫外線耐

性の小さい微生物の不活化効果を他の微生物

で代替して流下実験をして求めた場合には、

換算紫外線量で表される数値は危険側となる

可能性がある。そのため、できる限り紫外線

照射の対象となる病原微生物と同じ紫外線耐

性を持つ微生物を用いて性能評価をすること

が望ましいと考えられた。 

 

2. 照射手法及び設計諸元の検討 

2.1 濁度変動に対応する紫外線照射線量の検

討 

(1) 濁質の散乱特性の評価方法について 

図9の結果から濁度比と可視光の散乱分率

との間に相関が見られることが分かった。従っ

て濁度測定法による濁度値の違いは光散乱程

度によるものであることが示唆された。また、

濁度比を可視光の散乱分率を表す指標として

利用できることが考えられた。 

図 10 の結果から、D 浄水場汚泥以外の試

料では可視光（660 nm）と紫外光（254 nm）

についての相関性が認められた。D 浄水場汚

泥では可視光の散乱分率は高いもののUV光

の散乱分率は極端に低い。これは D 浄水場が

凝集剤として PSI（ポリシリカ鉄）を用いて

いることが原因と考えられた。そこで C 浄水

場汚泥（凝集剤として PAC を使用）と D 浄

水場汚泥およびPSIの吸光スペクトルを測定

した結果、C 浄水場汚泥は紫外光での吸光

ピークは見られなかったが、D 浄水場汚泥と

PSI ではいずれも紫外域で大きく吸光してい

ることがわかった。このことから PSI を凝集

剤として用いていることが、紫外光の散乱分

率の低下の原因であると考えられた。 

 

(2) 濁質のＸ線回折分析と光散乱特性につい

て 

UV 光の散乱程度が高い試料において明確

なピークが検出された。これらの試料ではい

ずれも回折角度が 2θ=26.4°にピークが存在し

ていた。 

この場合、Bragg の法則 15)より試料に含ま

れる結晶中の分子間距離は d = 0.34 nm で

あった。文献 16), 17) により、分子間距離が 0.34 

nm でピークを持つ物質は石英の結晶と推定

された。以上のことから濁質中に石英の結晶

を含む場合に、可視光ならびに UV 光の散乱

性が高くなることがわかった。 
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2.2 紫外線処理設備の照射手法及び設計諸元

の検討 

対数直線的に不活化された MS2 について、

縦軸を常用対数とする不活化曲線を最小二乗

法で直線回帰し、その傾きを不活化速度定数

k [cm2/mJ]と定義した。各条件下で独立に 3 回

ずつ照射を繰り返して k を算出し、その平均

値の差を一元配置の分散分析（Analysis of Var-

iance, ANOVA）に供し、Scheffe テストによ

る多重比較で有意差を判定した。有意水準は

5%および 1%とした。表 7 に、MS2 の k の平

均値（n=3）を左から小さい順に整理し、併せ

て、粒子添加なしの条件で得られた k に対す

る p 値を示す。 

不活化速度定数 k は、CB では濃度が高い

ほど小さくなり、白のポリスチレン粒子では

濃度が高いほど大きくなった。解析の結果、

粒子添加なしの試料の k に比べて、W0.2 の

1010個/mL と W1.0 の 109個/mL の k は有意

に大きく（p<0.01）、これらの試料では散乱

光が卓越し不活化に寄与したものと推察さ

れた。一方、CB の 1010 個/mL では粒子添

加なしの試料よりも k が有意に小さく、消

毒効率の低下が認められた（p<0.05）。 

濁質によって不活化速度が有意に低下し

た試料は、黒色粒子が著しく高濃度で存在

する特殊な条件で、濁度 50 度以上の極端な

条件に相当し、実務では紫外線処理以前に

水質事故（処理機能の著しい低下）として

検出可能なレベルと推察された。すなわち、

降雨に伴う原水濁度の急上昇など地表水に

特徴的な水質変動は、紫外線照射より上流

の処理工程で対応する設計思想が有効と考

えられた。一方、CB の 109個/mL、B0.2 の

109個/mL、W0.2 の 109個/mL、W1.0 の 108

個/mL の各試料と粒子添加なしの試料とで

不活化速度に有意な差は無かった（p>0.05）。

このうち、大腸菌では不活化効率が上昇し

た W1.0 の 108 個/mL（図 20 参照）を除く

3試料（CBの 109個/mL、B0.2の 109個/mL、

W0.2 の 109個/mL）は、濁度 0.6-1.5 度、色

度 13 度以上、紫外線透過率 56-70%と紫外

線処理に不利な条件に相当したが、粒子添

加なしの試料（濁度 0.0 度、色度 0.7 度、紫

外線透過率 97％）と同等の不活化効率が得

られた。よって、少なくとも現行の地表水以

外への紫外線処理適用要件（濁度2度以下、

色度 5 度以下、透過率 75％以上）を満たす

限り、濁質による処理効率の有意な低下は生

じないと考えられた。 

本研究により、水中に懸濁粒子が存在し

ても紫外線消毒を阻害しない場合や、粒子

による紫外線散乱で消毒効率が高まる場合

のあることが示された。紫外線処理は濁度上

昇に対し一定の頑健性を有しており、浄水

処理で想定される濁度変動の範囲では、濁

度による紫外線処理性能の低下は無視でき

る（有意差を検知できない）レベルであると

推察された。また、少なくとも現行の地表水

以外への紫外線処理適用要件（濁度 2 度以下、

色度 5 度以下、紫外線透過率 75％以上）を

満たす限り、原水の由来によらず、濁質によ

る処理効率の有意な低下は生じないと考えら

れた。紫外線による水の消毒は、紫外線（光

子）が水中を透過して微生物に到達し達成さ

れる。この原理を考えれば、紫外線処理の適

用は、原水の由来が地表水か地下水かではな

く、紫外線を照射する段階の水が一定の水質

要件を満たすか否かで判断することが合理的

である。ここで満たすべき水質要件は別途議

論する余地があるが、少なくとも現行の地表

水以外に適用される水質要件を満たす限り、

紫外線処理が有効に機能することが確認され

た。 
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（

（繰り返し回数 n=3, ＊：5%有意、＊＊：1%有意） 

 

 

3. 維持管理上の留意事項の検討 

3.1 地表水を原水とする浄水場において濁度

管理ならびに紫外線処理を適切に行う上で

の留意点 

(1) 水道に由来するクリプトスポリジウム集

団感染および紫外線処理施設の導入事例 

文献 11 における英国 Wales の当該の浄水

場のうち、圧力砂ろ過は原水中のマンガン除

去を主な目的としており、クリプトスポリジ

ウムオーシストの除去はまったく考慮されて

いなかった。また、原水水質が良好であるた

め化学凝集は適用できず、仮に適用したとし

てもクリプトスポリジウムオーシストの除去

性は向上しなかったであろうとの記述があっ

た。水道水源である Llyn Cwellyn 貯水池が低

濁度であるため、凝集処理でのフロック形成

が困難であるとの認識であったと考えられる。 

ろ過処理の運用については、各ろ過池に濁

度計を設置して濁度の連続モニタリングを行

い、ろ過池の逆洗後にはスロースタートを実

施するなど、同国において推奨されるクリプ

トスポリジウム対策に沿った管理が行われて

いた。しかしながら、記録によれば再開直後

のろ過水濁度は大幅に増加していた。 

以上のことから、当該の浄水場における処

理プロセスの設計ならびに運転管理は、クリ

プトスポリジウム等の耐塩素性病原微生物へ

の対処としては、いずれも不適切であったと

考えられる。 

一方、事後対策ではあるものの、科学的根

拠ならびに短期間での導入が可能な手法であ

ることより、紫外線消毒が採用されたことは

注目に値する。わが国においても、低濁度原

水の濁度管理に苦慮している水道事業体が見

受けられており、水源の糞便汚染に対する潜

在的リスクが大きいと考えられるため、参考

になると思われる。 

 

(2) 水道に由来するクリプトスポリジウム集

団感染と浄水場濁度管理との関連に係る事

例 

文献 12 及び 13 におけるカナダ国

Saskatchewan 州の当該の浄水場では、高速凝

集沈澱池を 1 系統しか有しておらず、定期清

掃等のメンテナンス時には、高速凝集沈澱池

をバイパスした（凝集処理を行わない）直接

ろ過処理が実施されていた。さらに、ろ過水

等の濁度の常時監視は行っていなかったこと、

濁度上昇時等の運転管理条件が明文化されて

いなかったこと、施設の設計上、ろ過池の逆

洗浄後における捨水の実施が不可能であった

こと、水道事業体職員の濁度管理およびクリ

プトスポリジウム等対策に関する認識が欠如

していたことなど、当該の浄水場における処

理プロセスの設計段階での不備、不適切な日

常の運転管理、職員の教育不足など、様々な

要因が指摘されていた 13)。 

 

表 7  MS2 の不活化速度定数 k と粒子添加なしに対する有意差検定結果 
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注目すべきは、図 21 に示すように、集団

感染の発生状況と、ろ過前水の沈降率、なら

びに、浄水中の濁度の推移に明確な関連が見

いだせる点である。とりわけ、浄水処理が適

切に機能していた時点での浄水中の濁度は

0.2NTUであり比較的安定していたのに対し、

浄水処理の不全が生じて以降は 0.5–0.6NTU

に上昇し、かつ、0.4–1.0NTU の範囲で大きく

変動した。このように、濁度の挙動は浄水処

理における凝集沈殿・ろ過プロセスが適切に

機能しているか判断する上で重要な管理指標

の一つであり、その推移を継続的に監視すべ

きである。その一方で、濁度の値そのものは、

病原微生物の存在状況を必ずしも反映しない

ため、濁度管理のみに依存した病原微生物リ

スクの制御には限界がある点には留意する必

要があると思われる。 

 

(3) 水道の濁度管理に関する技術文書 

WHO がこれまでに公表している飲料水水

質ガイドライン 18)でも、浄水処理における濁

度管理の重要性は指摘されており、当技術文

書は、水道事業の実務者に向けて、適切な濁

度管理により水道水の微生物リスクを制御で

きること等を強調する目的でまとめられたも

のである。過去の水道水を通じた集団感染事

例においても、大抵の場合、水道水の濁度上

昇を伴うとされており、浄水の濁度を低く保

つことは、病原微生物の除去や水道水の安全

性を確保する上での指標として実績があると

している。 

ただし、水道水の濁度と特定の地域におけ

る胃腸炎の発生状況との間には、明確な相関

が見いだされている事例、見いだされない事

例ともに報告があり、地域ごとに状況が異なっ

ている。 

さらに、表 4 に示されている所定の濁度目

標値に対する微生物またはウイルスの除去性

能は、いずれも米国およびカナダ国において

平常運転時の短期間の試験により得られた値

であるため、原水水質の急激な変動や浄水処

理工程の不具合といった異常時には、除去性

能は低下しうる点に留意する必要がある。 

 

3.2 既設の浄水施設に紫外線処理設備を新た

に追加する場合の留意点 

地表水の急速砂ろ過処理では、通常、ろ過

の直前までに塩素を注入しているので、ろ過

直後に紫外線処理装置を設置した場合、その

流入水には残留塩素が存在する。用地上の制

約から、浄水池の後段に紫外線処理設備を設

置する場合も、その流入水には残留塩素が存

在する。 

実際の浄水場のろ過水を採水し、実験的に

紫外線処理を行った結果の例では、一部の化

学物質で水質基準値と比較して極めて低濃度

ではあるものの増加が認められたという報告

がある 19)。また、地表水以外の場合で、既に

消毒後に紫外線消毒を行っている国内の実施

例もある。したがって、残留塩素存在下の紫

外線処理による副生成物が水質管理上問題と

なるケースが頻出するとは考えにくい。しか

し、クリプトスポリジウム等対策指針と同時

に公表された事務連絡の中でも指摘があるよ

うに 20)、残留塩素存在下の紫外線処理は、残

留塩素濃度が減少し、さらに臭化物イオンが

共存する場合には臭素酸生成の可能性がある。

したがって、残留塩素存在下の紫外線処理の

導入に際しては、水質要件とともに、水質へ

の影響も確認を行う必要がある。 

 

3.3 地表水を処理する既設の砂ろ過水の紫外

線吸光度 

 原水の紫外線吸光度がかなり高い施設に

おいても砂ろ過水の紫外線吸光度は現状の

地表水以外に対して実施されている紫外線

処理の水質要件を満足していた。砂ろ過まで

の浄水処理において適切な処理を行えば、紫

外線吸光度の高い原水の地表水に対しても

現状の地表水以外に対する水質要件は適用

可能と考えられる。 
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4. 濁度管理技術を補完する紫外線処理の適

用拡大に向けて 

上記の検討結果より、濁質存在下で紫外線

処理を行う場合、平均透過率を求めて適切に

装置設計を行えば、病原微生物の不活化を適

切に行えると考えられる。また、地表水を水

源とする浄水処理で濁度管理を補完するため

の紫外線処理を適用しようとした場合、装置

設計においては、濁度よりも紫外線透過率

（以下、UVT と記載）が重要であることが

一連の検証と検討から明らかとなった。 

 この点について、改めて図 23 を示す。 

 

 

 

 

  

図 23 MS2 を添加した場合の紫外線照射による不活化結果への濁質の影響の有無 

 

○：図 19 及び図 20 のデータを元にしたデータ系列 

粒子径、色、濃度がそれぞれ異なる場合の相対的な速度定数 k/k0 

○+ ：基準、この不活化速度定数 k をこの系列の基準の k0 として、相対値 k/k0 を算出 

●：5%の有意差で負側へ離れたケース 

 

□：文献 21 の最初沈澱池出口水に MS2 を添加して紫外線照射を行ったデータ系列におけ

る相対的な速度定数 k/k0  

＋：最初沈澱池出口水最小濁度の場合。この k をこの系列の基準の k0 として、 

相対値 k/k0 を算出 
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図 23 は図 19 と図 20 の MS2 不活化実験

結果及び昨年度の報告書 21) の最初沈澱池出

口水に MS2 を添加して行った不活化実験結

果について、それぞれ不活化速度定数を求め、

基準とした値を k0 として相対的な不活化速

度定数 k/k0 を示したものである。これらの

結果は、試料溶液に吸収されず、また試料溶

液中の濁質粒子によって遮蔽されずに試料溶

液の深部にまで届く平均紫外線量（すなわち

試料溶液の紫外線透過率で補正を行った紫

外線量）に対しての結果であり、紫外線ラン

プから放射している紫外線のうち試料溶液の

表面で受け取る紫外線量とは異なる値である。 

図 23 では、濁度が約 10 度以下であれば、

相対的な不活化速度は常に約 1 であり、濁度

による不活化速度への影響がないことを示し

ている。まだ濁度が 10 度を超えると散乱の

影響を受け、逆に不活化速度が大きくなる場

合もあることが示されている。したがって、

砂ろ過水濁度が 2 度以下（通常、浄水施設に

おける砂ろ過水濁度の管理目標値は 2 度よ

りもかなり小さい）である場合、適切に設計

を行った紫外線処理装置であれば、ろ過水濁

度が2度程度まで変動しても影響はほとんど

なく、不活化は十分に行える。 

地表水の場合には、一般的に地下水よりも

原水の水質変動が大きい。しかし、この変動

は紫外線処理装置の前処理の砂ろ過で吸収

することができる（クリプトスポリジウム等

のもう一つの対策手段である膜処理について

はここでは対象外とする）。 

砂ろ過後には、通常、濁質を除去するよう

な処理は行われないため、砂ろ過水は微生物

関係の項目以外の水道水としての水質基準

を満足していると考えられる。したがって、

地表水を対象として紫外線処理を行うことを

想定した場合、砂ろ過水が紫外線処理装置の

流入水であれば、紫外線処理設備の流入水質

要件は、地表水・地表水以外を問わず同一で

よい（濁度 2 度以下、色度 5 度以下、及び紫

外線吸光度 0.125未満 またはUVT 75%超）。 

装置設計にあたっては、事前に変動対策と

して、装置の流入水の UVT を長期実測し、

75%超であることを確認すると同時に紫外線

処理装置の設計に反映させることが望ましい。

また、とくに地表水においては、紫外線処理

の前段までの浄水処理において原水の変動が

適切に吸収されていることを確認するために、

処理紫外線処理装置への流入水UVTを常時

モニタリングすることが望ましい。 

 

濁度は、紫外線処理を行う場合、その前段

までの浄水処理の良否を判断するための指標

であり、今後も重要な水質パラメータであり

続けるであろう。しかし、D 3.1 で指摘され

ているように、濁度の値そのものは、病原微

生物の存在状況を必ずしも反映していない事

例も観られる。 

今後、地表水を水源とする浄水施設へもク

リプトスポリジウム等の対策手段として紫外

線処理施設が認められるとするならば、対策

の選択肢が一つ増えることになり、現在でも

対策が取られていない施設、あるいは対策の

取れなかった施設にとっては対策を講じやす

くなる可能性がある。 
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E. 結論 

当初計画どおりに各種の調査・実験等を行

い、研究を進めた。 

 

1. 原水条件及び処理効果の検証 

紫外線照射の効果を減じると考えられてい

た濁質は、同じ吸光度となる溶存態吸光物質

を含んでいる場合よりも不活化効果が向上す

ることから、照射された紫外線を散乱してい

ると考えられた。よって、水の吸光度を測定

して不活化効果を算定する場合には安全側の

数値となる。また、散乱して不活化に有効で

ある紫外線量については、積分球式吸光度を

用いて算定することが可能であり、運転管理

上の考慮をすることで適正な紫外線量を照射

することが可能であると考えられた。 

紫外線耐性が異なる微生物を同じ紫外線照

射装置に流下させた場合には、同じ換算紫外

線量にならなかった。これは、装置内で照射

される紫外線量に分布があることで説明が可

能であった。また、紫外線耐性の大きい微生

物で性能評価を行うと、それより耐性の小さ

い病原微生物に対する性能としては危険側に

なることが実験的に示された。そのため、流

水式実験を行って性能評価を行う際には、で

きる限り病原微生物と同じ紫外線耐性を持つ

微生物を用いて実験を行うことが必要である。 

 

 

2. 照射手法及び設計諸元の検討 

2.1 濁度変動に対応する紫外線照射線量の検

討 

(1)  吸光度値と積分球式吸光度値から求め

る散乱分率によって浄水場原水および浄

水場汚泥懸濁溶液の可視光散乱特性が

評価できることがわかった。それらの濁

質およびモデル濁質ともに、可視光の散

乱分率とUV光の散乱分率において強い

関係性が見られており、両散乱分率には

高い相関があるものと考えられた。ただ

し PSI凝集剤を含有している試料におい

てはUV光の散乱分率は低下することが

わかった。 

(2)  UV 光の散乱程度が高いカオリン、ベン

トナイト、C 浄水場汚泥、A 浄水場原水

において明確なピークが検出された。こ

れらの試料ではいずれも回折角度が 

2θ=26.4°にピークが存在しており、濁質

中に分子間距離 d = 0.34 nm の石英の結

晶を含むと推定された。従って、濁質中

に石英結晶を含む場合に、可視光ならび

にUV光の散乱性が高くなると考えられ

た。 

 

2.2 紫外線処理設備の照射手法及び設計諸元

の検討 

素材、色、粒径の異なる標準粒子を添加し

た試料について、濁度、色度、紫外線透過率

の変化を分析した。また、当該試料に大腸菌

または大腸菌ファージ MS2 を添加し、紫外

線不活化実験を行った。その結果、以下の結

論を得た。 

(1)  粒子濃度と紫外線透過率の関係につい

て、0.2mの粒子は粒子濃度 109－1010個

/mL にかけて、1.0m の粒子は 107－108

個/mL にかけて、紫外線透過率が急低下

する閾値が観察された。粒径が同じ粒子

は紫外線透過率の低下傾向が類似してお

り、紫外線透過率低下に支配的な因子は

粒子の素材や色よりも粒径であることが

示された。 

(2) カーボンブラック粒子（粒径 0.1－ 

0.2m）を添加すると微生物不活化効率

が低下した一方、白色ポリスチレン粒子

（粒径 0.2m）を添加すると不活化効率

が向上した。白色ポリスチレン粒子によ

る紫外線の散乱が不活化に寄与したもの

と推定された。 
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(3) 異なる粒子条件におけるMS2の不活化

速度定数を比較した結果、濁度 0.5‐1.5

度、色度 13 度以上、紫外線透過率 56‐

70%程度と紫外線処理に不利な条件下で

も、粒子添加なしの場合と不活化速度に

有意差はなかった（p>0.05）。一方、濁質

で不活化速度が有意に低下した試料は、

濁度 50 度以上に相当し、実務では紫外

線処理以前に水質事故（処理機能の著し

い低下）として検出可能なレベルと推察

された。 

以上より、水中に懸濁粒子が存在しても紫

外線消毒を阻害しない場合や、粒子による紫

外線の散乱で消毒効率が高まる場合のあるこ

とが示された。紫外線処理は濁度上昇に対し

ある程度の頑健性を有しており、ろ過水で想

定する濁度変動の範囲では、濁度による紫外

線処理性能の低下は無視できる（有意差を検

知できない）レベルであると推察された。ま

た、少なくとも現行の地表水以外への紫外線

処理適用要件（濁度 2度以下、色度 5度以下、

紫外線透過率 75%以上）を満たす限り、適切

に設計された紫外線処理装置であれば、原水

の由来によらず、濁質による処理効率の有意

な低下は生じないと考えられた。総じて、紫

外線処理の適否は、原水が地表水であるかど

うかではなく、紫外線を照射する段階の水質

で判定することが合理的と考えられた。 

 

 

3. 維持管理上の留意事項の検討 

3.1 地表水を原水とする浄水場において濁度

管理ならびに紫外線処理を適切に行う上で

の留意点 

 諸外国における水道水に由来する過去のク

リプトスポリジウムへの集団感染事例を参照

したところ、いずれも、凝集処理を行うこと

なく後段の砂ろ過処理に供する場合があり、

クリプトスポリジウム等の病原微生物が、浄

水処理の工程において適切に除去されていな

かったことが判明した。また、いずれの場合

も、水道施設の設計、日常の運転管理、職員

の教育など複層的な問題点が指摘されていた。 

WHO の濁度管理に関する技術文書にもあ

るように、濁度の挙動は浄水処理における凝

集沈殿・ろ過プロセスが適切に機能している

か判断する上で重要な管理指標の一つであり、

その推移を継続的に監視すべきである。また、

水道原水や給配水における異常を検知する上

でも有用な指標である。 

一方で、濁度管理のみに依存したクリプト

スポリジウム等のリスクの制御には限界があ

る。この点において、既存の濁度管理技術に

加えての紫外線消毒の適用は、有効性が高い

技術手法であると考えられる。 

 

3.2 既設の浄水施設に紫外線処理設備を新た

に追加する場合の留意点 

ケーススタディを実施した事業体では、紫

外線処理設備を導入することはいずれも可能

であった。しかし、用地上の制約と損失水頭

上の制約を理由として、浄水池の後段への設

置が多くなる可能性が高いという結果となっ

た。地表水の場合、これは残留塩素の存在下

で紫外線処理を実施することになる。その場

合は紫外線処理設備の導入前に水質確認が必

要である。 

 

3.3 地表水を処理する既設の砂ろ過水の紫外

線吸光度 

 原水の紫外線吸光度が比較的高い施設に

おいても砂ろ過水の紫外線吸光度は現状の

地表水以外に対して実施されている紫外線

処理の水質要件を満足していた。適切な浄水

処理を行えば、紫外線吸光度の高い原水の地

表水に対しても現状の地表水以外に対する

水質要件は適用可能と考えられた。 
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